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＋72（39）11．7 9．9 13．5 11．6
業132（1・・）1・・（・4・・）｝＋18（56）i＋15・・（・・）1・…i14・・1・…1　・…
島礫囎全 体1・・（・3・・）1（57・X・3・・＞1（＋22）（63）1（・9…）（・・）1・…1（165酬・4・・1（19・・4・・i）
愚灘’具1全 体｝・（5・1）114（7・・）1・・（75）1・2・・（・・）1　…14・・113・・13・・
・基礎瑚全 体1－1・4（19・・）1一1 一19・・1一
全領域1全 体1・7，（137・・）1344（222・・）1＋173（1・1）1・・4・・（61）1・9・・lg3i1・・1（・9・・）
※　確定したものではない。
出所：WSI，　Gewerkschaften　vnd　Humanisierung　der　Arbeit，　S　102とS．103とを合成したもの。
　　　　　　　　　　㈹の割合は低下している。
　さらに「WSI報告書」は，それぞれの措置領域別に1977年までのプロジェクトと資金配分に
ついても検討している（表一6を参照）。これによれぽ，1977年までに全体で344のプロジェクト（総
額約2億2千万マルクの資金投下）が助成された。このうち措置領域1（「生産・公務・サービス部門に
おける人間に合わせた作業・経営組織」）では65プロジェクト（全体の18．9％）が6．33千万マルクの助
成を受けた。さらにこのうち生産領域が圧倒的で51件のプロジェクトが助成されたのに対して，
公務・サービス部門は，14件にとどまっている。このうち前者の助成プロジェクトの主要部分の
21のプロジェクト（総額445千万マルク）は，4つの巨大企業（ボッシュ・ジーメンス・AEG・VW）
で実施された。この措置領域は，1976／77年の増加率でみると，助成件数・金額とも高く，と・く
に公務・サービス部門の伸びが著しいが，しかし表一5から確認されうるように，今後の増加率は
低く，rWSI報告書」も「1977／78　H年以降その定性的・定量的再方向づけが目立っている」と
（6⑤　この点は，「プロジェクト推進局」の報告書も確認している。同報告書は，1974年から1979年10月ま
　でに565のプロジェクト助成を報告し，このうち144が措置領域1にあった（25．5％）ことを報告してい
　る。しかし，「この領域において，1979年に開始されたプロジェクト数は減少している。それは作業組
　織再編成プロジェクトの経験が将来の助成プロジェクトに対して新しい構想上の考察を必要としている
　ことに帰せられうる」と述ぺている。Projekttrager（1981），　a．a．0．，　S．35．
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指摘している。
　さて，措置領域皿（「作業手段・職場・作業環境の人間に合わせた形成」）では，1977年までに約150
のプnジェクトが助成された（助成金額，約8。9千万マルク）。このうち「騒音・振動」領域では1977年
末までに68のプロジェクトが助成されたがそのうちの37件〔大部分は，第一次騒音削減（Pri皿are
Larmminderung）に関連〕は，1977年に新規に助成されたプロジェクトであった。1977年セこは，
同措置領域のプロジェクトと件数は，全体の約20％に達している（表一6参照）。今後も引き続きこ
の措置領域のプロジェクト助成は高い水準にとどまるが，しかし重点は「複合負荷」の局面に移
行すると考えられている。「有害かつ負荷の高い作業物質」領域は1977年までに31のプロジェク
トを助成している（助成金額，約1．3千万マルク）。プロジェクト件数増加率（121％）も助成金額増
加率（126％）も，措置領域1の「公務・サービス」部門を別にすれぽ，最大である。「労働医学・
ストレス・労働安全」領域は，1976年に比較して77年末までに助成プロジェクト件数は，14件増
加している。とくにここでは「ストレス」の問題領域の増加が顕著である。表一6から確認されう
るように，この措置領域全体に関して，助成全体において占める割合は，件数で1976年の56．7％か
ら77年には43．6％に落ち込んでいるものの，金額では39．7％と39．9％とほぼ一定しており，rWSI
報告」も「この措置領域において労働の人間化計画の重点移動は……ほとんど生じていない」と
　　　　　劔確認している
　措置領域皿（「人間に合わせた作業技術」）には，1977年までに約57のプロジェクトが助成（助成額，
4．・3千万マルク）を受けた。このうちのほとんどは機械製造業（Maschinenbau）で，問題の重点は負
　　　　　　　　　　69荷の除去に置かれていた。
　以上の領域に対して，措置領域WとVは「極めてわずか」であり，1977年，専門家委員会・小
委員会は「労働の人間化に対する科学的認識と事業所経験の普及と具体的展開」に関するプロジ
ェクト構想を発表しているにもかかわらず，表一6でみるかぎり，全体に占める割合は，件数で4．1
％，金額では3．3％にすぎない。措置領域Vは，1977年にはじめて34件のプロジェクトを掲げて
いるが，これは同年はじめて独立した項目として扱われたためで，それまでは措置領域1（「その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲他」の項目）とNのなかに扱われていたものである。
4）　労働組合の要求と「行動計画」の暫定評価
㈹WSI（1980），　a．　a．O．，　S，99．これは，後に検討するように，この措置領域で扱われる「新しい作業
　組織」の持つ問題点が事業所プロジェクトの経験を踏まえて次第に労働組合にはっきりしてきたことと
　関連しているように思われる。
㈹WSI（1980），　a．a．O．，　S．10L
㈹　この措置領域皿と皿のプロジ＝クト件数に関して，「WSI報告書」自体の計算では合計207件（全体
　の60％）であるのに対して，同報告はまたこれが227プロジェクト（同66％），助成額1．3億マルクとな
　るという別の統計数字もあげて，「この数字は余りに高くとらえられているのに対して，われわれが算
　定した申告は（とくに措置領域皿に関して）余りに低すぎる。」この中間にある評価が妥当であろうと
　している。vgl．　WSI（1980），　a．a．O．，　S．105．
㈲WSI（1980），　a．a．0，，　S．95ff．
aD　WSI（1980），　a．a．O．，　S．105ff．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰D以上の数量的分析に基づいて「WSI報告」は，以下のように評価している。
　①　作業組織・経営組織変更プロジェクトの全体に占める割合は高いが，そこでは「職業能力
向上，労働内容の変更，強制の除去に関する労働組合の要求はより強く顧慮されえた」。しかし，
その際少数の巨大企業へのプnジェクトおよび助成資金の集中は，これまでの国家の研究政策の
伝統をこの「行動計画」が変えていないことを推測させる。この措置において，職員の悪化して
いる労働条件を問題に含めるという労働組合の要求は，これまでのところほとんど実現されてい
ない。
　②作業環境による負荷の削減ならびに健康の保護という労働組合の要求は，この「行動計画」
の助成プロジェクトの60％以上が措置領域皿と皿にあり，最大の重点をなしていることから，実
現されていることが推測される。しかしとくに推置領域Rのプnジェクトは，大部分「行動計画」
の最初の段階で承認されたもので，「専門家委員会」の定式化した基準に拠ることなしに承認さ
表一7　「労働の人間化」事業所プロジェクトへの利害代表の参加
段階 1 参加主体（個人・機関）
1
2
3
4
5
6
7
8
9
プロジェクト理念・願望，問題ないし提案
事業所当事者の協議及び計画の最初の定式化
プロジェクト推進局による申請人協議及び計
画の一般的助成基準によるテスト
事業所利害代表との協議にもとつく申請人に
よるプロジェクト申請定式化
経営評議会（職員評議会）の同意声明を付し
たプロジェクト推進局への公式的申請
所管の専門家審議部会での協議・判定，場合
によっては計画の修正命令・新定式化
専門家部会・プロジェクト推進局による提案
にもとつく研究・技術省の資金拠出承認
承認された経過期間についてのプロジェクト
展開・定期報告書作成（中間報告・資金支出
証明）・現場へのプロジェクト提示・プロジ
ェクトに対する経営評議会・職員評議会の態
度表明
最終報告書，結論提示，経営評議会・職員評
議会の態度表明，資金支出証明
経営管理者・経営評議会（or職員評議会）・
労働組合・科学研究所・研究老
事業所ないし科学研究所（あるいは両者共同）
による「労働の人間化」プロジェクト推進局
への書類作成
プロジェクト推進局・申請人の利害代表，労
働組合との協議・現場視察
（事業所ないし研究所）申講人，事業所利害代
表・労働組合
申請者・経営評議会・職員評議会・プロジェ
クト推進局
専門審議委員と申請人（利害代表の同席も可
能）
研究技術省とプロジェクト推進局
プロジェクト直接担当者，プロジェクト推進
局・研究・技術省専門審議委員
経営評議会・職員評議会・労働組合
プロジェクト直接担当者・申請人・経営評議
会・職員評議会・プロジェクト推進局・研究
・技術省・労働組合
出所：WSI，　Gewerkschaften　und　H”mαnisierung　derArbeit，　S　175・
㈱　これについては，Projekttrtiger（1981），　a．a．O．，　S．24に詳しい。それによれば，そのプロジェクト
　のモデル的性格，研究・開発のレベル，全体的考察様式などがあげられている。
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れたものであった。そこで，これらのプロジェクトでは社会科学上の諸学科はほとんど関係して
いない。
　③労働強化，能率向上圧力および労働時間削減についての労働組合の要求が，プロジェクト
のなかで配慮されているのかどうか，こうした数量的分析からは答えられえない。
　④合理化による危険からの保護・雇用関係・社会的既得権の保証についての労働組合の要求
は，逆にマイナスの作用を及ぼしている。とくに措置領域皿の「人間に合わせた作業技術」は，
大きな助成領域をなし，確かに一面では肉体的負荷の除去をもたらすものではあるが，ハソドリ
ング・システムないし産業用ロボットの投入プロジェクトは明らかに負の雇用効果をもち（たと
えぽ，この「行動計画」内での助成プロジェクトのケースでは3人に1人の雇用削減効果をもつこと），ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱た被用者の仕事要件は逆に低下し，職業能力に負の作用を持つことを明らかにしている。
　⑤この「行動計画」において具体的展開（普及）の局面を拡張すべきであるという労働組合
の一貫した要求にもかかわらず，この措置領域は極めて低い水準にとどまっている。「労働組合
にとって極めて重要なこの領域が，要求に対応した助成を受けなかったことは，……労働の人間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　儲の化計画における労働組合の限定された影響力可能性の指標であろう。」
　5）　「行動計画」への労働者サイドの影響力行使の可能性
　「WSI報告書」は，またこの「行動計画」の労働者サイドの影響力可能性という観点からも検
討を加えている。すでに確認しているように「行動計画」において中核的機関をなす「専門家委
員会」には，労働組合は3分の1の代表を送っているが，さらにその下部機関である10の「専門
家部会」にも全てに平均2人の労組代表の参加が実現している（但し，「生産部門における新しい作
業組織」の部会には3分の1の労組代表参加）。こうして，労働組合は，中央レベルおよび中間レベ
ルで「行動計画」の展開に強力に参加している（図一1）のであり，こうした「行動計画」に係わ
る全審議会委員数139人のうち29人までが労働組合の代表（うち9人は金属産業労組）である。
　さらに「行動計画」の下層のプロジェクト・レベルにおいても，事業所利害代表は，その計画
段階から実施段階を経てプロジェクトの終了を越えて，プロジェクト成果の具体的展開にまで及
ぶ包括的参加を「公式的には」認められている（表一7参照）。つまり，労働者サイドは，経営組織
法，第90条・111条の規定に基づき，事業所利害代表を通して，プロジェクト申請ないし計画時点
で参加している。事業所プロジェクトの申請は，装置，職場，作業方法そして事業所組織の変更
計画を伴うがゆえに，使用者は，これらについて労働者利害代表に情報を提供し，協議する義務
が生ずるのである。さらに経営評議会の承認なしには申請プロジェクトに助成が行われることは
ない。また事業所利害代表は，プロジェクトの中間評価にも参加し，プロジェクトの経過と評価
について自己の立場を明らかにすることも認められている。また所管の労働組合は，経営評議会
との協力を組織化し，事業所レベルで提起されてきた問題を「行動計画」の所管の「専門家部会」
㈱WSI（1980），　a．a．O．，　S．118ff．
個WSI（1980），　a．a．　O．，　S．108．
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　図一1「労働の人間化に関する研究」行動計画への参加者（連邦研究・技術省）（1970年代後半）
連邦研究技術省（BMFT）
V，ハウフ大臣（V．Hauff）
労働の人間化専門家委員会
　　7名の学者
　　8名の使用者代表
　　8名の労組代表
e－一一一e
「労働の人間化」プロジェ
　クト推進局（DFVLR）
　（Projekttrager）
　（ペーラー教授）
　（Prof．　P6hler）
　　　1
匡門会議
　　　1
10の専門家部会
　学者，使用者及び労組の
　個別的代表
ドイツ労働総同盟
　　（DGB）
労働の人間化作業
　部会 →
←一一一■一 個別労働組合
→
事業所と研究所の個別プロジェクト
1i・ 3 4
・1・ 7 n
←
←
経営評議会
職員評議会
　　　　　　匝引　　　　　　　当該労購
　出所：WSI，　Cewerkschaften　wnd　Humanisierung　der　Arbeit，　S．134より作成。
に持ち込む。また1975年DGB連邦総本部「社会政策部門」内に「労働の人間化に関する作業部
会」（個別労働組合代表とWSIも参加）が設立されているが，これを通して個別組合間さらには
DGBとの情報フローが組織化されている（図一1参照）。
　以上にみられる労働者サイドの「行動計画」への参加は，「これまでにもっとも進んだ，国家
の研究政策プログラムへの労働組合の関与（Einbeziehung）形態である」と「WSI報告書」は高
　　　　　　㈲く評価している。「行動計画」が，1976年以降の第2段階の局面において重点助成領域を体系的
に整理し，助成基準を明確に確立しえたのも，労働組合がかねて要求していた「労働条件のより
包括的視点」を重視し，社会科学的問題設定をも顧慮し，複合的負荷と危険の除去を重視するよ
うになったことも，これまでにみられない「専門家委員会」および「専門家部会」というBMFT
内での労働組合の強大な存在を抜きに論ずることは出来ない。しかし，確かにこの「行動計画」
が国家の研究・開発政策へのこれまでになく大きな影響力可能性を与えているとしても，同時に
いくつかの問題点も明らかにされてきている。
　まず「専門家委員会」において，あまりに強力な関与・合意強制によって労働組合のコソフリ
クト戦略が困難とされること，さらにはこの会合が年4回しか開催されず，しかも「個人の資格」
であることによって，継続的影響力の行使が困難とされていることである。労働組合は一方で
「行動計画」へ強力に参加しながら，他方BMFTの行う他の「データ処理システム」等の研究・
開発政策には参加しておらず，そのため一方で「人間化」を進めながらも他方では「人間化され
た職場」の破壊を押し進めようとしている労働組合の不信感（「行動計画」は国家の他の研究・技術
政策の「弁解機能」（Alibifunktion）ないし「隠蔽機能」（Feigenblatt・Funktion）を果たしている）は増大
　（75）WSI（1980），　a．a．O．，　S．133ff，
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　　　　　　　　㈲するところとなった。
　このため労働組合は，この「行動計画」の「専門家委員会」での論議を拡大し，これと関連し
た研究・技術政策全般を含めるよう要求している。こうして，労働組合は合理化と新技術をめぐ
る議論をこの「行動計画」のなかに持ち込もうとしているのであるが，これに対してこの「行動
計画」から新技術助成プロジェクトを除外し，労働組合のコントロールから免れようとする「防
　　　　　　　　　　ση衛傾向」も目立っている。
　また「専門家部会」でも，同じような問題が明らかにされてきたが，さらにそこでのプPジェ
クト助成の決定によって被用者に対する負の作用が生じた場合の問題がとくに重要と考えられて
いる。当然そうした場合には「専門家部会」は，プロジェクト経過に対する修正を行うことがで
きるとされているが，しかし最終的意思決定は，BMFTが保留しており，これは保証されてい
るわけでない。労働組合代表の反対の意思表示に反してプロジェクトが助成され，また逆に賛成
の意思表示にもかかわらず助成を受けないといった場合も存在したことが報告されている。また
プログラム申請前にBMFTに申請者が直i接接触し，「プロジェクト推進局」と「専門家部会」
の行為可能性を押さえこもうとする動きにも警戒している。
　さらに具体的な事業所でのプPジェクト実践についても，法律に対応する情報獲得・参加可能
性が実践されておらず，しばしぼ事業所の利害代表が無視され，また十分な情報を受けていないこ
とが指摘されている。また確かにプロジェクト申請における利害代表の同意要件は労働者の影響
可能性の重要な手段ではあるが，しかしこれは「プロジェクト経過への利害代表の継続的かつ効
果的な参加を保証するものではなく」，現時点では十分な参加・影響力の行使はなされていな傑。
　さらに「WSI報告」は，合理化と技術革新に伴う労働条件の変更にあたって労働組合が絶え
ず職場保障の問題を取り上げようとしてきたにもかかわらず，この「行動計画」では「合理化に
伴う職場破壊の問題はタブーとされ」排除されてきたことを問題としてあげているし，さらには
この「行動計画」がプロジェクトを一定の方向に向ける際の圧力可能性が助成金の存在しかない
という，国家の研究プ・グラムとしての「構造的限界」にも言及して、鶏
㈹WSI（1980），　a．a．0．，　S，207．
aのこれに関連して，「WSI報告」があげているのが，ハンドリング・システムやフレキシブル生産シス
　テム等の新しい生産技術を「プロジェクト推進局」から取り上げ，別のプロジェクト担当部局の所管と
　しようとする動きである。vg1・WSI（1980），　a．a．0．，　S．90．
㈱vgl．　WSI（1980），　a．a．O．，　S．176．その原因として，　rWSI報告書」は，適切な時期に十分な情報を
　提供していないということの他に・①科学的付随研究においては，研究者が企業側と密接に協力して，
　労働者利害代表をコンフリクトを引き起こす「掩乱要因」とみなしていること，②事業所利害代表が無
　関心であるとか・人的・時間的要因により十分プロジェクトに対処しえていないことをあげている。そ
　こで必要とされるのは・①経営組織法（90／91条・96－98条，87条，92条）を徹底的に利用して十分な情
　報を受け取ること，②プロジェクト・イニシャティブをできるだけ早い機会に経営評議会が握ること，
　③プロジェクト開始にあたっては経営協定による規制の必要性，④利害代表と労働組合との密接な協力
　等が指摘されている。fOid．　S．171ff．
㈲WSI（1980），　a，a．0．，　S．197ff．　u．203f．
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v　r行動計画」助成事務所プロジェクトと「新しい作業組織」をめぐる諸問題
　「行動計画」が非常に広い問題領域を包括しているものであることは，すでに前述してきたと
ころであるが，しかしこの種の議論において1970年代において中核的位置を占めていたのは作業
組織の再編成にかかわるものであったこともすでに確認してきたところでもある。rWSI報告
書」も，作業組織の再編成を中心として事業所レベルでのプロジェクトについて検討している。
つまり，1）職務設計と自律的集団労働，2）職業能力向上措置，3）賃金問題，4）雇用問題，そ
して5）事業所利害代表の参加問題がこれである。ここには労働組合の利害からした作業組織の再
編成の関連諸問題が包括的に論じられている。しかし，すでにわれわれは4）については，「行動
計画」全体レベルの評価においてここでのプロジェクトにおいて負の雇用効果（雇用削減・新規採
用抑制）が目立っていることを確認してきたし，5）についても事業所利害代表の参加問題につい
て言及してきたところでもあるため，ここでは1）と2）と3）について取り上げて，作業組織の再編
成が労働組合の「人間化」要求という見地からいかなる問題を顕在化させてきているのかを検討
することとしたい。この検討は，DGBが何故「新しい作業組織」に批判的なのかをも明らかに
することとなろう。
　1）　「行動計画」における作業組織の再編成プロジェクトとその問題点
　「WSI報告書」は，よりフレキシブルな作業組織の再編成を目指す企業側の事情を何よりも市
場構造と労働市場の変化にともなうテイラー主義的作業組織の限界に求めている。「テイラー主
義的職務設計原則は，分業の進展と仕事の細分化を通して，被用者に無内容な，短いサイクル・
タイムの仕事を与え，一面的負荷と能率増大圧力をもたらすものであった。この作業組織形態が
間違いなく成功し，利潤の増大に寄与しえたのは，販売市場が拡大し，大量生産が可能であると
いう条件および具体的な代替案を持たないために仕方なくこうした仕事を遂行しようとした労働
者の存在という条件においてであ。恩」しかし，とく鷹機・自動車・衣腱業…お・・てテイラー
主義的作業組織形態からの離脱を目指す動きが目立ってきた。「行動計画」でも，これらの産業を
中心として新しい作業組織再編成に係わる助成プロジェクトが実施されてきたことはすでに確認
してきた。rWSI報告書」は，こうした伝統的作業組織の再編成が経済的・人事的理由によって，
引き起こされてきたものとみなしている。事実，伝統的作業システム再編成の刺激（Anst6Be）に
関する調査でもっとも高いのは，経済的問題（42％）と人事的問題（41％）であり，前者のうちで
は「フレキシビリティーの欠如」（mangelnde　Flexibilltat）と「操業度の低下に伴う産出量減少」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　GD（Ausbringungsverluste　durch　schlechte　Kapazitatsauslastung）がそれぞれ11％ともっとも高い。
　まず伝統的な作業組織では，販売市場の成熟化・市場ニーズの多様化という市場の構造的変化
にコスト有利に対応できない。なぜなら，硬直的な自動化大量生産システムは，単一品種大量生
侶①WSI（1980），　a．a．O．，　S．144．
侶DWSI（1980），a．a．0．，S．145．
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産という条件においてはコスト低減にきわめて効果的であるが，しかし，製品タイプの増加とそ
れに伴う生産ロット量の減少および市場変化に即応した不断の生産量の変動という条件のもとで
は，十分コスト有利に対応しえないからである。生産システムは一層高度なフレキシビリティを
要請されている。他方，高い労働移動と欠勤率も企業家的コスト計算にとってきわめて重要な要
因をなす。たとえぽ，機械製造業と電気産業の32の大・中企業を対象とした研究は，1973／74年
の転職率は5～44％で，その平均は17％であったことを明らかにしている。その際，この職場の
うちの60％以上は11日間以上に及ぶ速成教育訓練を必要とし，また1人の熟練工の転職コストは
約1万マルクに達すると言われている。rWSI報告書」によれば，1964～74年にとくに工業密集
地帯でのドイツ人労働者数は50％も低下し，しかも若い男性ドイツ人労働者の採用が著しく困難
となっている。このための不足分は周知のように外国人労働者によって補充されるところとなっ
た。しかし，何よりも求められることは，工業部門での仕事の魅力を高め，必要とされる「若い
男性ドイツ人労働者」を引き付けることであったとrWSI報告書」は指摘している。確かに大
量失業の時代においてこの人事政策の重要性は相対的に減少するにしても，電気産業では依然そ
の労働力需要は供給を上回っており，こうした仕事の魅力を高めるという人事戦略は依然意味を
持っているものとされている。このように，「WSI報告書」は，硬直的なテイラー主義的作業組
織を克服し，フレキシブルな作業組織への転換を促す企業行動を，経済的・人事的問題の克服を
目指す企業戦略から認識している。
　さて，ここで求められる新しい生産システムは，「WSI報告書」によればバッファ・システム
（Puffersysteme），部品貯蔵システムあるいは単一の長いライソではなく複数の短いライソの並行
設置，さらには多台持ちなどの技術的・組織的手段を利用して「技術と組織の結合緩和（Entk・p・
plung）」をはかり，生産システムにフレキシビリティをビルト・イソすることにある。　rWSI報
告書」によれば，ここで求められるフレキシビリティは多次元的であり，つぎの5つのものから
なる。つまり，第1に被用者が休んでも生産可能とし，またシステムの撹乱を未然に防止するこ
とを可能にする「人的フレキシビリティ」であり，第2に撹乱の全体システムへの波及を阻止す
る「経過関連的フレキシビリティ」であり，第3に少ない被用者で可変的な生産を可能にする
「生産量関連的フレキシビリティ」であり，第4に複数システムの並列接続によって製品タイプ
の変更に際セての再装備を容易にする「タイプ関連的フレキシビリティ」であり，最後にキャリ
アでの作業によって作業部署の自由な移動を可能にする「技術関連的フレキシビリティ」がこれ
である。
　こうしたフレキシブルな生産システム再設計に伴う作業組織の再編成の新しい形態として，
「WSI報告書」があげているのは，ジョッブ・ローテーション・職務拡大・職務充実の職務再設
（8Z筆者も西ドイツ自動車産業の発展を跡づけるなかで，市場構造の変化が企業にテイラー主義的合理化
　とは異なる新しい合理化課題を要請しており，これに応えて西ドイツ自動車企業が，一方で産業用ロボ
　ットの導入というME技術革新と他方で新しい作業組織編成を「生産の現代化」の下で押し進めてい
　ることを，とくにケルン（H．Kern）とシュー一マン（M．　Schumann）に依拠しながら展開したことが
　ある。拙稿，「西ドイツ自動車産業の発展とr現代化』戦略」（前掲稿），1988年。この点では合わせて，
　村田和彦著『労働の人間化の経営学』千倉書房，1983年も参照されたい。
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計と「（部分）自律的作業集団」として知られている自律的集団労働編成である。
　このうち前者の職務再設計方式について，rWSI報告書」は，「行動計画」でのプロジェクト
（いずれも電機産業）を具体的に紹介しながら，確かにこうした職務再設計が，サイクル・タイム
の拡大，反復作業の除去，流れ作業のもとでのタクト強制の除去，職務拡大・充実に伴う労働に
おける強制・負荷の除去に一定の成果をあげていることを認めながらも，他方でこれが被用者側
にとって「かなりの危険」を伴うことにも言及している。というのも，「長期的に経営組織のフ
レキシビリティ向上戦略によって……今日まで『人間化された』仕事が，明日は再びサイクル・
タイ・が短くなる撫船となり，そして全く消滅しうる」からであ蔑またrWSI報告書」
は，こうした作業組織再編成プロジェクトのいくつかで企業サイドの間に激しいコンフリクトが
生じたことも明らかにしている。その場合の経営評議会の要求は有給の回復休憩時間の導入，仕
事要件の高度化に伴う賃金等級引上げそして職場不安の解消にあった。つまり経営評議会は，仕
事の内容変化だけではなく，こうした変化に関連した労働条件の保護・改善を重視しているので
ある。
　さて第2の作業組織の再編成において問題とされる「（部分）自律的作業集団」について，とく
に集団メンバーの選抜・集団リーダー（Gruppensprecher）の選抜・仕事の割当等の作業集団の自
律的意思決定が，労働協約法（TVG）・経営組織法等で認められている既存の利害代表機構と競
合し，これを弱体化させうることが強調されている。これまでのプロジェクト事例から確認され
うる問題点として，以下の3点があげられてい砦．っまり，
　①労働者の所属についての意思決定が集団のみに委ねられる場合には，集団能率の悪化を防
ぐために能率の相対的に低い労働者が追い出される危険が存在するし，集団内での競争圧力によ
って能率刺激の巧妙な方法が潜んでいる。そこで経営評議会は，より弱い弱者を保護するために
集団構成・集団規模・標準的能率要件について経営協定を締結する必要がある。
　②労働者集団が経営評議会との話し合いなしにその仲間から1人の集団リーダーを選抜する
場合には，傾向的にこの新しい「機関」が労働者の既存の代表と対立し，「企業管理者の延長さ
れた腕」（verlangerter　Arm　der　Unterneh皿ensleitung）として行動する危険が存在する。
　③作業集団自身の作業能率の自律的意思決定も，多くの事例が示すところによれば，企業側
が労働者の最高能率を把握するために利用し，後に標準能率の引上げに用いる可能性がある。
　こうして，「WSI報告書」は「実際r自律性』は工業労働の厳しい現実のなかでは……既存の
集合的労働者の権利を個別化させ溺体化させる試みであることが糊して、劃と繍づける
のである。
以上の検討から，rWSI報告書」は，労働組合の「労働の人間化」要求・政策という観点から，
職務再設計と自律的集団労働編成を以下のように批判的に総括している。
　①雇用関係の保障
、㈱WSI（1980），　a．a．0．，　S．150．
図WSI（1980），　a．　a．0．，　S．152f．
（詞WSI（1980），　a．a．O．，　S．153．
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　新しい作業組織形成は，職場の破壊にしぼしば導く。
　②　労働内容・職業能力および賃金等級
　より高い賃金等級の組入れに導く「真の職業能力の高度化・労働内容の豊富化」は，プロジェ
クトではごくまれでしかない。できるだけ下層の賃金等級への組入れを可能にする仕事を生み出
そうとする傾向が強い。職業能力の向上は，短期養成・半熟練工の活動レベルにとどまっている。
　③労働強化，能率圧九賃金と労働時間
　企業側の要求する能率規範は，仕事要件・負荷の変更に対応しておらず，強い能率圧力が存在
している。有給の回復休憩時間の導入は未だ実現されていない。自律的作業集団労働では，中高
年と能率の低い労働者が排除される危険が存在している。賃金報酬は能率向上要求としばしば妥
当な関係にはない。
　④作業環境による負荷，健康保護
　長期的な健康上の危険は，能率要件の高度化に伴う新たな心理的負荷である。強制の除去によ
る負荷の削減は，期待された程度には生じなかった。
　⑤民主化と共同決定
　事業所の利害代表は，新しい作業組織導入の計画と実施に際してしぼしぼあまりに遅くなって
からしか，しかも十分な情報の提供を受けていない。事業所の既存の利害代表と競合して新たに
導入される集団関連的参加形式は，「擬似民主化」（Scheindem・kratisierung）として悪用され，そ
の結果投票によって選出される集合的利害代表を弱め，既存の労働者保護の権利の有効性を危う
くする。
　以上のように，rWSI報告」は「行動計画」において実施されてきたプロジェクトの経験を踏
まえて，新しい作業組織の導入にきわめて批判的な見解を表明するのである。こうした見解は，
すでに確認しているように1978年DGB第11回定期総会の第16号議案においてもはっきりと表明
されている見解でもある。
　2）作業組織の再編成と職業能力（資格）の向上措置
　従来企業にとって大部分の被用者の体系的・長期的な職業能力の開発を行う必要性は存在して
いなかった。そこではテイラー主義的職務設計原理にもとつく作業組織は，短期的職業訓練措置，
企業内実習教育によって，十分生産技術・組織の変更が必要とする新たな人材の確保を可能にし
てきた。
　しかし，これまでの企業の職業教育訓練のあり方を見直そうという動きが作業組織の再編成と
密接に関連して顕在化してきている。新しい作業組織が機能するためには・従来の「ゆとりのな
い職業資格の付与」（knappe　Quah丘zierung）という戦略は転換される必要が生じたのである。つ
まり，たとえば検査工・修理工作業の統合といった職務拡大にしろジョッブ・ローテーションに
しろ，その実現のためたはそれに対応した高度な職業能力が必要とされる。そこで企業に要請さ
（8⑤WSI（1980），　a．a．0．，　S．158．
（99）　　　　西ドイツにおける「行動計画：労働の人間化に関する研究」の展開　　　　　99
れることとなったのが，従来以上に体系的な職業訓練による職業能力の向上である。また，無
断欠勤と労働移動の増大という「人的関連」上の理由も，職業能力の向上を企業に要請してい
る。これら人事問題の（少なくも部分的）原因は，労働者の「要求水準の変更」（Modizi丘erung　des
Anspruchsniveaus），つまり一般には「欲求水準の高度化」と呼ぼれているものに求められている。
すなわち以前には堪え忍ぼれていた労働条件が今では，転職・無断欠勤といった個人的防衛行動
を生み出していると考えられている。そこで職務拡大等の新しい作業組織編成と並んで，被用者
の教育訓練による職業能力の向上が重要となる。
　「WSI報告書」によれば，こうした職業能力の向上のために西ドイツ企業では企業内職場訓練
（Lernen　am　Arbeitzplatz，　OJT）が重視されている。つまり，「労働者の実習と啓発が，包括的な外
部の措置なしにこのための労働過程の形成によって可能とされねぽならない」とされた。
　さて，「行動計画」でも職業能力向上措置は，助成重点項目に属し，職務拡大・充実等の新し
い作業組織の導入と結びついて展開されている。しかし，rWSI報告書」によれば，これまで職
業能力の向上という目標は，「行動計画」助成プロジェクトでは従属的な役割しか果たしていな
い。というのも，この目標が作業組織再編成プロジェクトのなかで副次的にしか取り上げられて
いないからである。これまでのプPジェクト成果から確認されうる点は，以下の通りである。つ
まり，
　①これまでのプロジェクトの対象は，下層の賃金等級に格付けされ，極端に分業的な仕事を
遂行してきた能率給労働者である。
　②その際の教育訓練方法は，圧倒的に職場内訓練であった。
　③労働者のこうした職業能力向上プPジェクトへの参加意欲は低かった。その原因は，職業
能力の向上措置が，新しい職場での仕事要件に十分対応しておらず，そのため労働内容の拡大や
ジョッブ・ローテーショソが当該労働者には「負荷」と知覚されること，さらに仕事要件および
職業能力の高度化に対応した賃金上昇が，企業の抵抗ならびに労働協約上の規制のために困難と
　　　　　　　㈱されることにある。
　④　これまでのプロジェクトから確認される変革方向は直接作業の仕事の拡大・再編成ぼかり
でなく，それらと係わる職場（検査工・修理工・調整工・職長補・職長等）の整理・統合をも含んで
いる。このことは，直接作業者にとっては「質的改善」を表すものであるとしても，これら直接
作業に統合される職場の従事者にとっては自己の職場の整理を意味する以上重大な不利益となる。
　こうして，rWSI報告書」は，「労働の人間化計画の枠内において，とくに下層賃金等級にあ
る未・半熟練工に対して実施された職業能力の向上に関するこれまでの成果は，労働状況の改善
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳に関していかなる重要な積極的成果を生み出してこなかった」と結論づけるとともに，新しい作
業組織再編成に伴う仕事要件と職業能力の高度化は，それに対応した賃金等級格付け問題が解決
｛87）WSI（1980），　a．a．O．，　S．159．
㈱「WSI報告書」は，この点で新しい要件に対応した「事業所内労働協約」（Haustarifvertrag）による
　協約規制の変更可能性を指摘している。WSI（1980），　a．a．σ，　S．164．
㈲WSI（1980），　a．a．0，，　S．163、
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されないかぎり，労使の激しい対立をも生み出しうることを指摘している。
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　3）　作業組織の再編成と賃金問題
　1976年4月に開催された「ドイツ経済合理化局」（RKW）の「人間に合わせた労働一研究と経
営実践との経験交流」会議で，賃金問題に関して労働組合代表者と学者・使用者の問で激しい論
争が繰り広げられた。そこでは使用者側から労働条件は「それ自体価値あるもの」（Wert　ftir　sich）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲ゆとされ，賃金問題を排除すべきだとする主張が行われた。また同年秋の労働科学学会総会でも
「労働の人間化」の議論から賃金問題を排除すぺきだとする意見が提出され，そこでは労働組合
が「古い」賃金問題ないし貨幣要求を再び「労働の入間化」の議論に持ち出していると非難され
た。これらの会議では労働組合が「不当に」「労働の人間化」プPジェクトに賃金問題を持ち込
むことによって，その発展を妨げていると非難された。そこでは「賃金一能率一労働条件」とい
う複合体を新たに分割させようとする意図がはっきり現れている。
　しかし，われわれはすでにDGBの1970年代の協約政策の展開を確認し，そこでは労働条件の
量的規制と質的規制が不可分に一体をなすことを再三再四確認してきている。この点に関して
「WSI報告書」は，新しい作業組織の再編成において，この対象とされる労働者の大部分が最下
層の賃金等級に格付けされ，平均以下の所得しか持たない労働者であること，さらにはこのよう
な組織の再編成は「人間性事由からではなく，大部分合理化意図をもって行われていること」を
考慮するならぽ，労働組合の賃金改善要求は，正当であり，決して「つまらないこと」と解釈さ
　　　　　　　　　　　　　　　⑲Dれてはならないことを強調している。賃金が労働者の生活・労働条件にとって本質的構成要素を
なす以上，「労働の人間化」の議論においても触れられねぽならない。
　以上のような理解にたって，rWSI報告書」は，これまでの「行動計画」プロジェクトにおけ
る賃金問題について，おおよそ以下の指摘を行っている。
　①「特殊勤務手当」（Erschwerniszuschlnge）といった環境影響による付加給（Zuschlage）システ
ムが定着している場合，新しい技術，例えぽハソドリング自動装置の導入に伴い賃金等級格付け
基準となっている肉体的・心理的負荷の削減が生ずるならぽ，それに伴い所得が減少する危険が
存在する。この付加給は年月の経過のなかで固定的所得構成部分をなしており，このためこうし
た所得の減少に労働者は抵抗する。そこで所得保障についての経営協定が締結される必要があるa
　②新しい作業組織は，労働内容の拡大・複数の職場の仕事をこなすことを要請するが，これ
は被用者の職業資格・能力の高度化を前提としており，そこで賃金等級格付け問題が生ずる。こ
　⑲①例えば，「労働内容と労働条件を改善することのほうが，賃金のみを絶えず念頭におくことよりも我
　　々には価値があるはずだ」とか「労働条件をめぐる論議は，労働者が，問題は賃金であるという見解を
　　持つ場合には，総じてもはやいかなる意味をも持たない」という意見がこれである。これに対して労働
　　側からは，自分の家族が大事なのか自分の職場の方が大事なのか，労働者に問うことはできないがゆえ
　　に，こうした賃金か労働条件かという比較考量は「不道徳」（unsittlich）であると反駁された。　WSI
　　（1980），　a．a．0．，　S．165．
　⑲DWSI（1980），　a．a，O．，S．166．
　鋤WSI（1980），　a。　a．O．，　S．166－171．
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の賃金等級の上昇は，自動的に生ずるのではなく，所轄の労働協約に基づく事業所当事者の交渉
を必要とする。その際，a）これまでのケースでは，1～2等級の賃金等級の高度化が見られるが，
こうした改善は全て熟練工の基準賃金以下の動きである，b）利害代表は，計画段階で賃金等級
格付けをめぐって経営協定を締結しようと努力している，c）企業の職務設計担当者はコスト節
約上可能なかぎり最下層の賃金等級格付けを可能とする仕事を生み出そうとする基本的傾向がみ
られる。
　こうして，「新しい作業組織」の導入は，企業にとっては「取益性利害」の観点から，したが
ってまた「合理化」の一環として導入・展開されるものであり，このため以上において確認して
きたように，こうした作業組織の展開は労働者にきわめて重大な影響を及ぼすこととなっている。
しかしこうした作業組織の再編成は労働条件の変更に係わるものである以上，労働組合や事業所
利害代表は労働者の利害から出発してこの作業組織のあり方に影響力を行使しようとする。つま
り，作業組織の再編成は労使関係の次元において決定される問題なのである。そこにはまた資本
利害に基づく作業組織のあり方とは異なる労働者の利害に基づく作業組織の編成可能性が示唆さ
れている。この点で「WSI報告書」は，次のように述べている。つまり「労働老サイドがより
強く人間化研究プログラム措置の目標と実践に影響力を行使するようになれぽなるほど，それだ
け一層人間化認識を事業所のなかで労働条件の現実的改善として貫徹し，普及させるチャンスも
広がる。また逆に影響力可能性が低ければ低いほど，人間化プロジェクトを単なる合理化措置に
発展させ，企業の収益性利害を実現し，とくに経済性を高めるような研究成果のみが普及し，具
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鱒体化されうる危険がそれだけ一層大きくなる。」この点で経営組織法は，とくに経営評議会に一
定の影響力行使の可能性を与えている。しかし，rWSI報告書」によれぽ確かにこの「行動計
画」の展開過程でとくに第90・91条のもつ章義（とりわけ第90・91条に基づく経営協定の可能性）は
明らかにされてきたのであるが，十分な参加がいまだ実現されていないこともはっきり認識され
ている。DGBの1978年定期総会において，第241号議案において「人間に合わせた作業組織」編
成に関してここから生ずるすべての問題に共同決定が要求されているのも，かかる認識を基礎と
するものであった。
V　rWSI報告書」の「行動計画」についての評価
　rWSI報告書」は，以上の検討を踏まえて暫定的結論として「行動計画」は労働組合の要求重
点項目に対応した包括的な「労働の人間化」目標を実現しえていないと結論づけている。「プロ
ジェクト措置は，負の合理化作用からの保護を保障していない。それどころか大抵の事業所プロ
ジェクトは……合理化措置を意味している。技術革新は，作業組織再編成と結び付いて職場の破
壊と能率強化の一因をなしている。……職業能力向上措置と労働内容の拡大は，……労働過程の
下層レベルに適用されると能率強化をもたらし，また労働システムのなかで措定される仕事要件
を越えると利用されず，それに対応した正当な評価を受けなかった。……特定の健康上の負荷
㈱WSI（1980），　a，a．0，，　S．197．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲の（騒音・肉体的重労働・環境影響）は，確かに削減されてきたように思われる。」
　労働組合は，「行動計画」を「原則的」に支持しているけれども，これまでの「行動計画」の
発展傾向に対してはますます批判的態度を強化している。その際労働組合が批判を強めている問
題領域は，①労働者サイドの不十分な参加・影響力行使の可能性，②「労働の人間化」のもとで
実施されている，被用者に対して負の作用をもつ合理化措置，③「行動計画」成果の具体的展開
可能性に関する不確実性，そして④国家が助成している他の技術開発への「行動計画」の作用不
　　　　　　　㈱在性の4つである。
　さらにrWSI報告書」によれば，この「行動計画」がこれまでにない労働組合の参加のもと
で実施されていること，そして労働条件の形成が国家的行為の対象とされていることによって他
の研究プPグラムからは峻別される。しかし，すでに確認しているように，この労働条件に対す
る作用が財務的刺激（一定の資金助成）という間接的なものにとどまることによって，たとえぽプ
ロジェクトの終了後この作用も消滅するといった「行動計画」のもつ「構造的限界」が指摘され
る一方，他の伝統的な，とくに技術開発と関連して，労働者サイドの共同決定可能性も研究助成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤＄の「社会的基準」も持たない国家プログラムとの緊張・対立が目立っている。
　またこの点もすでに確認しているところであるが，「行動計画」は，労働条件を労働者の人間
的諸欲求に適応させると同時に，経済の近代化と競争能力の確保を目標とするものであった。こ
の意味で作業組織の再編成が当初の労働組合の参加が制度化されていない局面の「行動計画」に
おいて重視されていたのも当然のことであった。なぜなら，こうした作業組織の再編成は技術と
組織のフレキシビリティの向上が同時に一定の労働条件の改善（仕事の細分化・強制の除去等）を
も実現し，こうして「経済性・収益性」と「人間化」とを同時に実現することが強調されていた
からである。しかし，いかにしてこの作業組織の再編成にあたって被用者の行為余地を拡大し，
負荷を除去し，こうして労働条件の改善を実現するのかは，このような合理化形態への労働サイ
ドの影響力の強さに規定される。しかし，1974年以降の経済危機のなかで企業側の合理化攻勢に
よって労働条件の悪化も目立ってきた。rWSI報告書」によれぽ，いまや「労働組合にとって経
済危機の諸帰結，とくに合理化措置の諸帰結からの保護が中心となる。とりわけ重要となるのは，
失業をなくすと同時に他の負の合理化結果の防止に貢献しうる要求である。それゆえ，労働条件
をめぐる対決のなかで労働組合の力点は『人間化と雇用保障』にあり，その際労働者の健康，職
　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲の業能力および所得の保護が含まれている。」こうした労働組合の要求・対決こそ，この厳しい情
勢のもとで展開されている「行動計画」を一面的な合理化の展開から防止しているものと「WSI
報告書」は指摘している。つまり「行動計画」は「労働組合からいかなる任務も取り去ることは
できないし，労働の人間化目標が真剣に取り上げられ，それに伴い性急な妥協が拒否されるならば，
図WSI（1980），　a，a．Q，　S．201£
⑲gWSI（1980），a．a．0．，S．204．
⑲θWSI（1980），　a．a．0．，　S．205f．
働WSI（1980），　a．a．O．，　S．208．
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　　　　　　　　　　　　⑲魯対決を阻止しるものではない」のである。
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W　お　わ　り　に
以上本稿は，rWSI報告書」を手掛かりとして，西ドイツにおいて1974年以降大規模に展開さ
れてきた「労働の人間化に関する研究：行動計画」をとりわけDGBを中心とした労働運動がこ
れをどう評価し，いかなる問題が顕在化してきているのかを中心として検討してきた。その結果，
本稿は，①DGBは「労働の人間化」を労働者の労働・生活条件の包括的保護・改善としてとら
えているだけではなく，それ以上にこれまで経営者の専決権事項とみなされていた技術・組織・
労働のあり方への労働者・労働組合の規制領域の拡大に戦略的位置づけを与えていたこと，②こ
の時期確かに西ドイツ労働運動は，国家・協約政策・事業所レベルで労働条件の形成に関して一
定の影響力を行使することに成功してきたが，これらはいずれも明白な限界を有するものであっ
たこと，③「行動計画」は全体のプログラムとしてみるとき，これまでの国家の研究・開発政策の
なかでもっとも進んだ参加形態を実現しており（DGBもこの点で「行動計画」を強く支持している），
確かに労働組合の参加が制度的に保証された1976年以降その重点助成設定領域の設定に大きな影
響力を行使してきたけれども，ここでもさまざまな問題が顕在化していること，④作業組織編成
の問題に関して，これは優れて労使関係次元の問題でもあり，そのあり方によって大きく変化し
うる可能性をもち，資本利害に対抗して提起される労働者利害に立った作業組織のあり方も，労
働者・労働組合の規制・影響力の行使を通して，想定されうること，そして⑤とくに資本利害に
立った「新しい作業組織」の導入に関して，DGBはますます企業の合理化措置として導入され
ている作業組織の再編成に批判的態度を強め，とくに「自律的作業集団」の導入はこれが既存の
集合的利害代表の力を弱体化させるという点からはっきりと拒否していること，そして「新しい
作業組織」の導入は，職業能力の改善をもたらす職業教育訓練の充実やそれに応じた賃金の改善
・能率向上に見合う有給回復休憩時間の導入，さらに雇用保証といった一連の労働条件の保護・
改善と結び付いて展開されねばならず，そのためにも経営組織法第90・91条を利用した事業所利
害代表の影響力行使や経営協定の締結が重視されていること，しかし1970年代後半以降の経済危
機の深刻化のなかではそうした要求貫徹の可能性も，激しい労使紛争を伴うことなしには実現さ
れないことから，労働組合にとっては一層厳しくなってきていることを明らかにしてきた。
　「行動計画」は，1982年のCDU／CSU／FDPの「保守・自由」連立政権成立後も継続されてい
るのであるが，しかし本稿は，こうしたとくに1980年代における西ドイツにおける「労働の人間
化」動向を検討するものでない点で問題はなお残されている。最近のME生産技術の進展と「労
働の人間化」との関連についても労働組合の視点からの検討が必要と思われるのである。
鯛WSI（1980），　a．a．O．，　S．200．
